実施要領・別紙様式１

鹿児島県水素エネルギー利用促進事業業務委託プロポーザルに係る
質　問　書

	質 問 者
	事業者
名　称
	

	
	連 絡 先
	担当者名

T E L ：
F A X ：
E-mail:

	質問内容
	


この事業に応募するにあたり質問事項があれば、令和８年４月22日（水）午後５時15分までに必ずこの様式により電子メールで送付してください。電話や口頭での質問は受け付けません。また、送信後は、電話や開封確認等で着信を確認してください。

（送付先）鹿児島県 商工労働水産部 エネルギー対策課
　　　　　E-mail：ene-koudo@pref.kagoshima.lg.jp


別紙様式２

参　加　表　明　書

令和　年　月　日　　

鹿児島県知事　　　　　　殿

住　　　所　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　

令和　年　月　日付けで公告のあった「鹿児島県水素エネルギー利用促進事業業務委託」に係るプロポーザルについて、次のとおり参加を表明します。

１　応募事業者の概要
	事務所の所在地
	

	主担当者
	役職・氏名
	

	
	連絡先
	T E L ：　　　　　　　　　F A X ：
E-mail:

	設立年月日
	

	資　本　金
	

	従 業 員 数
	　　　　　　　人（うち正社員　　　　　　人）

	業　　　種
	

	主な事業内容
	



２　添付書類
· 参加資格確認申請書（別紙様式３）
· 業務実績調書（別紙様式４）及び記載内容が確認できる書類（契約書写し等）


別紙様式３

参 加 資 格 確 認 申 請 書

令和　　年　　月　　日　　

鹿児島県知事　　　　　　殿
住　　　所　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　

「鹿児島県水素エネルギー利用促進事業業務委託」に係るプロポーザルへの参加資格について、次のとおり事実に相違ないことを誓約します。

	
	参加資格要件
	記入欄

	１
	平成28年４月１日以降、国又は地方自治体が実施する同種の業務を元請けとして発注し、適切に業務を履行した実績を有する者であること。
	適・否

	２
	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する要件に該当しないこと。
	適・否

	３
	経営不振の状態（会社更生法（平成14 年法律第154 号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者、民事再生法（平成11 年法律第225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者、破産法（平成16 年法律第75 号）に基づく破産手続開始の申立てがなされている者、会社法（平成17 年法律第86 号）に基づく特別清算開始の申立てがなされている者、銀行取引停止処分がなされている者。ただし、鹿児島県が経営不振の状態を脱したと認めた場合を除く。）にない者であること。
	適・否

	４
	参加表明書の提出時点において、現に物品又は役務の調達等に係る有資格業者の指名停止に関する要綱（平成15年３月28日告示第416号）に基づく鹿児島県の指名停止措置を受けつけている者でないこと。
	適・否

	５
	鹿児島県が行う契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成23年９月27日制定）第３条の暴力団排除措置の対象となる法人等に該当しない者であること。
	適・否

	６
	都道府県税、消費税及び地方消費税を滞納していないこと。
	適・否

	７
	政治団体、宗教上の組織若しくは団体でないこと。
	適・否



別紙様式４

業 務 実 績 調 書

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　

平成28年４月１日以降の同種業務実績（主な実績を最大３件まで）を記入してください。
	件　　名
	

	委託者
	

	
履行期間
	

	業務概要
	

	特筆すべき成果
	

	件　　名
	

	委託者
	

	
履行期間
	

	業務概要
	

	特筆すべき成果
	

	件名
	

	委託者
	

	履行期間
	

	業務概要
	

	特筆すべき成果
	


注 上記に記載した内容が確認できる書類（契約書写し、受注証明書等）を添付してください。

別紙様式５

企　画　提　案　書

令和　　年　　月　　日　　

鹿児島県知事　　　　　　殿

住　　　所　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　


「鹿児島県水素エネルギー利用促進事業業務委託」に係るプロポーザルについて、別添のとおり下記の企画提案書類を提出します。



記


＜添付書類＞（※□欄にチェックを記入すること）
· 業務実施体制調書　　　　 （別紙様式６）
· 予定担当者の経歴調書　　 （別紙様式７）
· 技術提案書　　　　　　　 （別紙様式８）
· 価格提案書　　　　　　　 （別紙様式９）





［担　当　者］　　　　　　　　　　　　　　　
所属・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　



別紙様式６

業 務 実 施 体 制 調 書

商号又は名称　　　　　　　　　　　
配置予定担当者
	区　分
	予定担当者
	所属・役職
	担当する分担業務の内容

	主担当
	
	
	

	担当
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注１　氏名にはふりがなをふること。
注２　所属・役職については、企画提案書の提出者以外の企業等に所属する場合は、企業名等も記載すること。
注３　担当者欄の行数が不足する場合は、行を追加し、本業務に従事する全ての担当者について記載すること。

別紙様式７

予定担当者の経歴調書

商号又は名称　　　　　　　　　　　

【主担当・担当】（※該当を○で囲んでください。）
	①氏名
	
	②生年月日
	

	③所属・役職
	

	④保有資格等

	⑤業務経験年数

	
	企業名
	業務内容
	役職
	従事期間

	同種業務
	
	
	
	R○.○.○～R○.○.○
（　年　か月）

	
	累計（　年　か月）

	⑥手持ち業務の状況（令和８年　月　日現在）

	業　務　名
	発　注　機　関
	履行期間

	
	
	契約金額

	
	
	R○.○.○～R○.○.○

	
	
	円　

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注１　予定担当者の保有資格等が確認できるもの（資格証の写し等）を添付すること。
注２　予定担当者の手持ち業務は企画提案書提出日現在の状況とすること。

別紙様式８
技　術　提　案　書

	

以下の項目について、分析理由等を含め、簡潔且つ具体的に記載すること（枚数の制限はない）。また、自社のノウハウや強みについても併せて記載すること。

①　水素エネルギーをめぐる社会情勢や関連技術の動向について
②　水素エネルギーをめぐる本県の現状と課題について
③　本県の取組方針及びロードマップ（目標・行動計画）の見直しの提案について
　ア　長期的な視点を見据えた今後の取組の方向性と、令和12年度までの目標・行動計画を提案すること。
イ　目標等については、現行目標等にとらわれることなく、本県における水素の進展状況や、国の方針を踏まえ、幅広な視点を持った方向性を検討するとともに、本県の地域特性を生かした実現可能な取組方針と目標、具体的な行動計画を提案すること。
④　水素サプライチェーン構築に向けた事業者の取組支援の提案について
インタビュー調査の対象事業者の選定方法と本事業で実施するワーキング・グループでの協議・検討内容等について、具体的な実施方法を理由を明確にした上で提案すること。
⑤　業務のスケジュール
⑥　業務体制
⑦　進捗管理の方法











別紙様式９

価　格　提　案　書

令和　　年　　月　　日　　

鹿児島県知事　　　　　　殿

住　　　所　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　

業 務 名　　鹿児島県水素エネルギー利用促進事業業務委託
業務場所　　鹿児島県全域

	項　目
	規　格
	単位
	数量
	単価
	金額
	備考

	直接費
	
	
	
	
	
	

	直接人件費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	直接経費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	間接費
	
	
	
	
	
	

	
	諸経費
	
	
	
	
	
	

	
	技術経費
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	

	消費税相当
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	



